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的な取り組みである。この取り組みを代表する制度が WTO（World Trade Organization: 世界貿易
機関）である。1)  WTO は、財とサービスの自由貿易を推進するため、加盟国に対して関税およ
び非関税障壁の撤廃、知的所有権の保護を要求している。国際競争力の高い製品・産品を有する
国ほど WTO の施策の恩恵を受けることができる。 
 多角的な取り組みと対照的に、自国と自由貿易を推進するのが容易な国とだけ FTA (Free Trade 
Agreement: 自由貿易協定)や EPA（Economic Partnership Agreement: 経済連携協定）を締結しよう
とするのが二国間の取り組みである。今日、各国が独自に FTA や EPA を締結する動きが世界各
地で活発に行われている。自国の輸出・輸入の製品・産品と相手国のそれらを比較して、自国に
国際競争力のある産業の輸出活動を妨げずに、かつ製品・産品の輸入によって国際競争力のない




EU（European Union: 欧州連合）を始めとして、NAFTA（North American Free Trade Agreement: 北
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 本研究では、内生的成長論の成果を活用して、経済的地域連携が各国の経済成長にどのような
影響を及ぼすかを AFTA のケースを使って分析する。その際に、AFTA に対する多国籍企業の動







 本節では、後の議論のため必要な背景の知識として、AFTA 形成の経緯と現状、AFTA 加盟国
の貿易と対内投資の動向について検討する。6) 




も柱となるのが、①共通効果特恵関税協定（Common Effective Preferential Tariff: CEPT）、②ASEAN
産業協力（ASEAN Industrial Cooperation : AICO）であった。 





トナムが 2006 年に、ラオスとミャンマーが 2008 年に、カンボジアが 2010 年に５％を達成し、こ
れら４カ国は 2015 年に０％を達成する予定である。 





 AFTA の２つ目の柱である AICO は、特定の案件に限定して、CEPT のスケジュールよりも早く






ヨタ、ホンダ、デンソーなどは AICO を活用してこうした事業活動を展開してきた。8)  AFTA 域
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内の関税率が下がっていくと AICO の適用を受けなくても、域内分業型の事業活動を行うことが
できるので、そのとき AICO の役割は終わる。 
 今後の AFTA の動向としては、２点を挙げることができる。１つは、AFTA 加盟の ASEAN 諸
国による経済的地域連携の試みとして、ASEAN 経済共同体が計画された。9)  この計画では、人、
モノ、サービス、資本の自由な移動を促進し、共通政策の導入を試みようとしている。これは、
ASEAN 諸国が AFTA という自由貿易地域からより統合度の高い共同市場や経済同盟を志向する
動きと捉えることができる。 
 さらに、２つ目は、AFTA 加盟の ASEAN 諸国と中国やインドなど新興国との FTA の進展であ
る。10)  この試みでは、ASEAN 諸国が FTA の対象国と二国間で交渉するのではなく、AFTA 全体







 表 2-1 は、1990 年と 2007 年について AFTA、NAFTA、EU の輸出・輸入の動向が示されている。
1990年の AFTA の域内輸出比率と域内輸入比率は、NAFTA と EU に比べて相当に低いと言える。
2007 年でも AFTA の域内輸出比率と域内輸入比率は、NAFTA と EU に比べて低い。NAFTA と EU
が元々、域内輸出比率と域内輸入比率が高い国どうしが始めた取り組みだったのに対して、AFTA
は、結成前の段階で域内輸出比率と域内輸入比率が高くないことが指摘される。1990 年から 2007











注）ジェトロ貿易マトリクス 1990 年と 2007 年より著者作成。EU27 は、ルーマニアと
ブルガリアが加盟 
 
 表 2-2 は、1990 年と 2007 年について AFTA 加盟国のタイ、マレーシア、インドネシア、フィ
リピンの域内輸出・輸入額及び AFTA 内の構成比率が示されている。1990 年から 2007 年にかけ
年 経済的地域連携 輸出額 域内輸出額 域内輸出比率 輸入額 域内輸入額 域内輸入比率
1990 ＡＦＴＡ 144,355 28,520 19.8 145,972 28,520 19.5
2007 ＡＦＴＡ 883,748 220,203 24.9 751,630 220,203 29.3
1990 NAFTA 546,720 226,273 41.4 647,059 226,273 35.0
2007 NAFTA 1,829,061 925,784 50.6 2,473,552 925,784 37.4
1990 EU25 1,513,650 1,011,020 66.8 1,503,590 1,011,020 67.2
2007 EU27 5,315,140 3,600,480 67.7 5,403,560 3,600,480 66.6
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て、４カ国とも域内輸出額と域内輸入額が相当に増加している。それに対して、４カ国の AFTA










注）ジェトロ貿易マトリクス 1990 年と 2007 年より著者作成。 
 
















注）ジェトロ貿易投資白書 2006 年版～2008 年版より著者作成 
 









輸出額 比率 輸出額 比率 輸入額 比率 輸入額 比率
マレーシア 29420 20.4 176673 20.0 25375 17.4 148445 19.7
タイ 23072 16.0 152459 17.3 30129 20.6 130948 17.4
フィリピン 8194 5.7 66417 7.5 13227 9.1 65304 8.7
インドネシア 25675 17.8 126458 14.3 17753 12.2 104050 13.8




投資額 構成比 投資額 構成比 投資額 構成比 投資額 構成比 投資額 構成比
シンガポール 14,820 65.7 20,083 63.8 24,742 51.9 24,137 47.6 22,725 44.9
タイ 1,414 6.3 4,008 12.7 9,010 18.9 9,575 18.9 10,090 19.9
マレーシア 4,624 20.5 3,976 12.6 6,047 12.7 8,462 16.7 7,984 15.8
インドネシア 1,023 4.5 2,258 7.2 4,914 10.3 5,571 11.0 8,340 16.5
フィリピン 688 3.0 1,132 3.6 2,921 6.1 2,928 5.8 1,520 3.0
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 1980 年代の半ば以降、ローマー（Romer）とルーカス（Lucas）を先駆者として内生的成長モデ




に代表される新古典派の成長モデルであった（Sollow, 1956; Sollow, 1957）。12)ソロー・モデルにお
ける生産関数は、（1）式で示される。 
 
( ) ( ) ........................................................................................, 1 aa ALKALKFY −==  (1) 
Y : 産出量, K : 資本ストック, A : 技術進歩, L : 労働, 
















*y : 労働者 1人当たり産出量, n : 労働の成長率,  g : 技術進歩率, d ： 資本減耗率, Ks : 物的資本へ
の投資率, 
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......................................................................................................................φλδ ALA A=&  (3) 
A& : アイデアの生産量, AL  : 研究開発要員数, A : アイデアの蓄積, δ : アイデア発見率, λ : アイ






ngA  (4) 
Ag : 技術進歩率（＝アイデアの生産量の成長率）, n : 労働の成長率（＝研究開発要員の成長率）, λ : ア
イデアを探究する要員の割合, φ : 研究開発の生産性 
 
..................................................................................................................Aky ggg ==  (5) 


























*y : 労働者 1人当たり産出量, n : 労働の成長率,  Ag : 技術進歩率, d ： 資本減耗率, 
Ks : 物的資本への投資率, Rs : 研究開発要員のシェア, L : 労働, δ : アイデア発見率, a : 資本分配
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( ) ( ) ..................................................................11 11 asAKLdKsYdKK −+ +−=+−=  (7) 
K : 資本ストック, Y : 産出量, A: 技術進歩, L : 労働, d ： 資本減耗率, 
s : 貯蓄率, a−1 : 労働分配率 
 
aAKLY −= 1 と（7）式より産出量の成長率は、（8）式で示される。 
 



























⎛⋅===+  (8) 
g : 産出の成長率, Y : 産出量, A: 技術進歩, K : 資本ストック, L : 労働, d ： 資本減耗率, 
n : 労働の成長率, s : 貯蓄率, a−1 : 労働分配率, t  : タイムトレンド 
 
 Baldwin（1989）は、先行研究に基づいて資本減耗率d を 12％、OECD の雇用アウトルック（OECD 
Employment Outlook）により EC の労働時間の成長率を計算して、n を－0.77％、Romer（1987）
に基づいて ( )a−1  の値を 0.32、1980 年から 87 年までの期間における EC の産出量の平均成長率
を 1.8％として asAL −1 の値を推計し、EC 諸国の経済統合による成長効果を明らかにした。 
 
② Rivera-Batiz and Romer（1991） 









.....................................................................................................................AHA Aδ=&  （9） 
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βαβα −∫=&  （10） 
A& : アイデアの生産量, B : 技術進歩, AH  : 人的資本, AL : 非熟練労働, ( )ixA  : 資本財,  






③ Grossman and Helpman（1991） 







( ) .....................................................................................................1 αρα −−=
a
Lg  （11） 
ｇ : 国のイノベーション率, α : 賃金/価格, a  : 代表的企業の価値×以前に開発された製品の頻度（個
数）/ 賃金, L  : 労働, ρ : 主観的割引率（＝利子率） 
 
( ) ( ) .........................................................................10;1 <<−+−= ϕαρϕα
a
LLg
BA  （12） 
ｇ : A国のイノベーション率, α : A国の賃金/ A国の価格,  
a  : A国の代表的企業の価値× A国で以前に開発された製品の頻度（個数）/ A国の賃金,  
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( ) ( ) ................................................................................1;1 =−+−= ϕαρα
a
LLg
BA  （13） 
ｇ : A国のイノベーション率, α : A国の賃金/ A国の価格,  
a  : A国の代表的企業の価値× A国で以前に開発された製品の頻度（個数）/ A国の賃金,  
AL  : A 国の労働, BL  : B 国の労働, ρ : 主観的割引率（＝利子率）, ϕ  :  研究開発の重複度合い 
 











④ Baldwin and Forslid（2000） 
 Baldwin and Forslid（2000）では、貿易による経済統合と経済成長の関係をトービン（Tobin）の
qを用いて分析した。15)  この研究では、イノベーション部門、投資財生産部門、教育部門から構








( ) ( )[ ]( )












q : トービンのq , Iμ : I 部門の限界費用に対する価格のマークアップ, F : 資本の限界費用, 
J : 資本の市場価値 , σ : 消費支出/資本の総利潤, ρ  : 主観的割引率（＝利子率）, g : 資本の成長










⎛ −=Γ ρεε 　
 (15) 
F : 資本の限界費用, *kP :輸出市場における資本の価格（＝取り換え費用）,  
*
Is  :海外での I 部門の雇用/国内での I 部門の雇用 , ρ  : 主観的割引率（＝利子率）, g : 資本の成長率 
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( ) ( )( ) .............................................................................111 )1(1 aa nsALdg −− ++−=+  （8） 
 
g : 産出量の成長率, d ： 資本減耗率, A : 技術進歩, L : 労働, n : 労働の成長率, s : 貯蓄率, 
a−1 : 労働分配率 
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のためである。18)  分析の期間は、1990 年から 2008 年の 18 年間である。 
 分析に用いたデータの出所および作成方法は以下の通りである。 
 産出量の成長率 g：産出量のデータとして、UN（United Nations: 国際連合）の National Accounts 
Main Aggregate Database より各国の 1990 年と 2008 年の実質 GDP（1990 年を基準値としたドル表
示）を使い、産出量の成長率として、1990 年から 2008 年までの期間における幾何平均の値を用
いた。 
 資本減耗率 d ：台湾、香港などアジア諸国の全要素生産性について分析した Young（1993）に
基づき、資本減耗率を 10％と仮定した。 
 労働の成長率 n ：労働のデータとして、ILO（International Labor Organization: 国際労働機関）
の LABORSTA Internet より各国の 1990 年と 2008 年の労働者数を使い、労働の成長率として、1990
年から 2008 年までの期間における幾何平均の値を用いた。 
 労働分配率 a−1 ：『データブック国際労働比較』（独立行政法人・労働政策研究・研修機構）各
年版に掲載されたタイとフィリピンの労働分配率のデータを利用した。データが入手できる 1990
年、1993 年～1995 年、2000 年～2005 年における 1カ年の平均値は、0.34（タイの 1カ年平均値
が 0.39、フィリピンの 1カ年平均値が 0.29）であり、これを各国の分析に使用する。この値は、
Baldwin（1989）と岩田（1998）が用いた Romer（1987）の 0.32 と同じ水準の値である。 
 
 分析結果は、表 4-1 で示されている。全要素生産性を含む asAL −1 の値は、経済的地域連携によっ
て貿易を自由化した結果、企業間競争が活発に行われ、技術進歩が高まったと捉えることができ
る。AFTA 加盟の４カ国においてこの値を見ると、いずれの国も実質 GDP の成長率に対する寄与
度が 10％を越えているので、AFTA が４カ国の技術進歩の向上にある程度の貢献をしたと言える。
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AFTA が加盟国の１国の技術進歩と経済成長に貢献することが示された。そして ATFA の効果を
どの程度受けたかについては、国ごとに格差があることも示された。 
 AFTA に参加する ASEAN 諸国が、自国企業による貿易量の拡大、さらに自国企業の保有する知識
とその移転及び普及だけによって、１国の技術進歩と経済成長に対してこれほどの成果を出すことは
困難であろう。ASEAN 諸国にとって、日米欧などの多国籍企業による現地国への投資とそこでの事


















カーの動向の影響を受ける。日本の部品メーカーは、1980 年代ごろ ASEAN 諸国に活発に投資を
行い、現地で事業活動を行ってきた。ASEAN 諸国が完成車メーカーにローカルコンテント要求
（原産地規制）をしたため、完成車メーカーが取引先の部品メーカーに海外投資を要請したこと
が、部品メーカーによる ASEAN 諸国での海外投資が増大した大きな要因の１つである。 
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 次に、デンソーの ASEAN 域内の５拠点における海外子会社の概要と従業員の増減の傾向を見
てみる（表 5-1、表 5-2）。海外子会社における従業員数は、海外子会社がどの程度の経営資源を
保有しているかを測定できる変数と考えられる。27)  2008 年現在、タイの拠点は、統括機能が中
心のシンガポールを除いて生産を行う他の拠点と比較すると、経営資源の面(海外子会社数５社、
従業員数 5,853 名)で他の拠点を圧倒している。タイの拠点は、2002 年にサイアム・デンソー・マ
ニュファクチュアリングを設立して以降、経営資源の面で他の拠点を引き離していくことが分かる。 
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とフィリピンを比べるとタイの方が AFTA の効果が高いことが分かる。 
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おいて、技術力があり経営の知識が豊富な外資系企業とタイアップしたり、海外の人材育成に積
極的な外国政府の支援を受けることが必要であろう。外国政府の支援については、例えば、日本
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を行う企業がリード・ユーザーの評価に対応することで、自国のイノベーションが促進されるだ
ろう。 
 2002 年にシンガポールと日本の FTA が発効されたが、政治的な理由で農業保護が続く日本で
は、国土が狭く農業が主力産業ではないシンガポールとは FTA が締結しやすい。35)  対照的に、
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 4) （1）経済的地域連携が域内貿易に与える影響の分析としては、例えば、Viner（1950）、Jacquemin and Sapir 
（1988）、Neven and Roller（1991）を参照。Viner（1950）は、この分野の代表的な古典的研究の 1つで、
関税同盟の経済効果について貿易創出効果と貿易転換効果という概念で説明した。Jacquemin and Sapir 
(1988)と Neven and Roller (1991)は、域内貿易の促進にプラスの影響を与える要因とマイナスの影響を与
える要因を分析した。（2）経済的地域連携の形成に対する近隣諸国の反応の分析としては、例えば、Sapir 
(2001)を参照。Sapir (2001)は、EC が単一市場計画を推進して域内統合を図ろうとすることで、EC 以外
の近隣諸国が次々に EC に参加を希望する「ドミノ効果」を示した。（3）経済的地域連携が 1国の経済に
与える影響の分析としては、例えば、後藤・入江・曽山・通商産業省編 (1990)、Roland-Horst, Reinert and 
Shiells (1992)、永田（1993）、マックリアリ （ー1994）、岩田（1998）、川崎（1999）を参照。後藤他（1990）、
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 7) AFTA の関税低減目標や期日については、青木編（2001）を参照。 
 8) AICO とそれがどのように利用されたかについては、若松・野村・五味（2001）、日本経済新聞 1999年 1 月
4 日「ASEAN 特恵関税制度 企業の利用増加」を参照。ジェトロ通商弘報 2008 年 10 月 15 日
(http://www.jetro.go.jp/biznews/asia/)によると、今日では、各国の関税削減が前倒しされたため、AICO
の申請件数が少なくなってきたという指摘がある。 
 9) ASEAN 経済共同体についての詳細は、石川（2008）を参照。 
10) 例えば、AFTA 加盟国と中国の FTA についての詳細は、菅原 (2006) を参照。 
11) 1990 年から 2000 年初頭にかけての ASEAN 5 カ国の対内投資については、比較可能なデータを入手でき
なかった。 
12) 以下で展開されるソロー・モデルとローマー・モデルについて議論は、Charles (1998)に基づいている。 
13) 通常のコブ・ダグラス型関数では、資本の乗数に a を使い、労働の乗数に a−1 と置かれるが、ボルドウィ












18) ブルネイについては、本節の下記で示した実質 GDP と労働者数のデータを入手できなかったためである。
他方で、シンガポールについては、同国の政府機関による労働者数の測定方法が分析期間中に変更したた
めに LABORSTA Internet にその前後のデータを厳密に比較することができないと記載されていたからで
ある。 
19) デンソーの事例については、特に以下の文献を参考にして作成した。株式会社デンソー (2000)、津田 
(2007)、日本経済新聞社編 (2005)、ジェトロセンサー (2004)、ジェトロセンサー (2006)、西田 (1998)。 
20) タイ、マレーシア、インドネシアの政府が行ってきた、これまでの自動車産業の取り組みについては、タ
イは東（2000）、マレーシアは鳥居（1991）、インドネシアは佐藤（1992）を参照。  
21) 三菱総合研究所が作成したデータによると、1995 年における乗用車販売台数は、タイ 50 万台、インドネ
シア 30 万台、マレーシア 22 万台、フィリピン 7万台であり、同時期の韓国 115 万台と比べて低い水準で
ある。2004 年では、タイ 58 万台、インドネシア 41 万台、マレーシア 37 万台、フィリピン 3万台と同時
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23) 日本経済新聞 2005 年 6 月 6 日「デンソー、海外強化」によると、デンソーの ASEAN 域内調達率は 1996
年 31％、2003 年 65％で、2005 年の目標が 80％であった。この ASEAN 域内分業体制の構築によってデン
ソーの ASEAN 域内調達率が高まっていると考えられる。 
24) 日本経済新聞 1990 年 1月 11 日「アジアが新しい（3）QC 活動が盛んに―現地に生産性向上求める。」に
よれば、1990 年初頭には、すでにトヨタ生産システムの要である QC サークルが活発に活動しているこ
とが分かる。 
25) 段ボールシミュレーションについては、津田（2007）、日本経済新聞社編（2005）、日本経済新聞 2004 年
9 月 1日「IMV ルポ アジアを駆ける デンソーの秘策」を参照。 























34) ベンダー育成プログラムについては、川辺 (1995)を参照。 
35) シンガポールと日本の FTA については、例えば、伊藤（2003）を参照。 
36) 政治リスクの考え方については、Kobrin (1982)を参照。 
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